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EU域内分業構造の展開　―東方拡大と周縁諸国への影響―
仙台白百合女子大学　非常勤講師　高島純子
◎　報告のポイント　：　ＥＵ東方拡大の域内分業構造への影響
1 　９０年代後半から近年までのＥＵ東方拡大期の分業構造を、ドイツを例に貿易型別分析で見る
2 　ドイツの分業構造を「小島モデル（競争優位パターンの逆転命題）」で検討
・　「小島モデル」の修正　：　製品差別化の導入（資本集約的生産方法→高品質→高価格）
・　発展段階別の６つの分業パターン
・　産業内貿易の検討　：　類似の諸国間でも水平的産業内貿易が主流にならない理由
3 　ＥＵ東方拡大が引き起こした域内全域にわたる雁行型経済発展
4 　ポルトガルの「停滞」　：　輸出構造高度化転換の失敗のケース
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１.　ＥＵの単一市場形成と東方拡大　：　域内分業構造形成の背景
85～92年　域内単一市場形成（93年より単一市場）
99年　　　ユーロ導入
91～95年　東欧10カ国と順次「欧州協定」調印：東欧諸国の加盟準備開始
（東欧10カ国＝下記中東欧5カ国+バルト3国+南東欧2カ国）
04年　　　中東欧5カ国（ポーランド、ハンガリー、チェコ、スロヴァキア、スロヴェニア）と
　　　　　　バルト3国（エストニア、ラトヴィア、リトアニア）のＥＵ加盟実現
07年　　　南東欧（ブルガリア、ルーマニア）のＥＵ加盟実現
※　本報告の検討期間は97～03年、企業が東欧諸国加盟をにらんで活発に東欧進出した時期（図１）
２.　ＥＵ域内分業構造の展開　：　97～03年、ドイツを事例に、貿易型分析を行う
１）域内におけるドイツの占める位置　：　EUにおける対世界貿易の窓口、分業構造の要
名目GDP総額　21.5％、輸出額　76.4％、輸入額　57.2％（2003年値、JETROデータ）
２）貿易型分析の計測手法　　　　　　　　　　　　　European Commission（1997）による
　特定二国間で域内関税品目表（CN）の最も詳細な8桁（全16,003品目）の品目ごと　
輸出入額の少ない方が多い方の10％以上か？
No 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Yes
　一方向貿易：産業間貿易（OW）　　　　　　　　双方向貿易：産業内貿易
　　　　　　　　　　　　　輸出入の単価の差が15％以下か？
　　　　　　　　　　　　　　　　　　No　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Yes


　　　　　　　　　垂直的産業内貿易（V）　　　　　　水平的産業内貿易（H）
３）ドイツの域内分業構造の展開　：　EU12（西欧12カ国）+　中東欧4カ国　+　南東欧2カ国
全体では、貿易総額1.3倍と東欧諸国のシェア10％強→20％弱以外、単調な動き（図２～４）
特徴としては、貿易相手国の発展段階と貿易パターン（３貿易型のシェア配分）に一定の関連性
域内分業構造図：各国一人当たりGDP値と貿易パターンの関連を示す（図５）

図中、GEは分析対象国ドイツのGDPレベル、Aveは全サンプル平均のGDPレベルを示す
分析手法：集計値からギリシャとアイルランドの値を除き、各貿易型の対GDP相関を見る
（削除理由）ギリシャとアイルランドの特異な産業構造のため（表１）
ギリシャ；GDP総額の4割に上る観光収入の観光立国、生産面での分業関与低い
アイルランド；農業国から米国等のFDIでハイテク・ニッチの供給拠点へ（後述）
特徴：後発国（OW主流）→中進国（OWからVへのシフト）→先進国（V主流、H増大）
この傾向は97年時点ですでに固定化、期間中先進諸国での若干の順位変動があるのみ
この分業構造は何故この様な形状をし、企業の激しい東欧進出によっても変化が見られないのか
「小島モデル」を用いてこの分業構造の分業基準を解析する
３.　ＥＵ域内分業の分業基準　：　「（修正）小島モデル」で見る域内分業関係
１）「小島モデル」とその修正　
小島モデル：多数財の貿易で、諸国の要素賦存状況に応じ「競争優位パターンの逆転」が生じる


小島（2006）第４章、第５章、小島（2007）参照、（図６、図７）
修正点　：同一財の生産方法の要素集約度の違いで製品の品質差別化と多様な貿易価格が生じる　

（例）資本豊富な先進国は資本集約的生産方法で高品質製品を生産、高価格での貿易が可能


→　産業内貿易の発生　（このモデルで貿易型のＶやＨの説明が可能）
（　修正モデルでの貿易基準　図７「域内貿易マップ」参照）
諸国は各財の生産において、その国の要素賦存に見合う要素集約度の生産方法をとる。（図６）
その国の生産方法が対象財の生産国間で最も労働集約的な場合は最低価格の場合のみ競争力を持ち、生産他国より資本集約的な生産方法が可能な場合はその資本集約度に応じてより高価格での貿易が可能となる。又、その国の財の生産可能領域は要素賦存状況と国の規模による。
（例）図７のⅢ国のｅ財はⅡ国より高価でⅣ、Ⅴ国より安価に貿易可能、Ⅰ国のｅ財は競争劣位領域にあり貿易不能、Ⅵ国はｅ財を生産していない
∴　オリジナルの「小島モデル」では貿易マップ（図７）の水平線ＷＷ´より上が競争優位領域を、ＷＷ´より下が競争劣位領域を示すが、この修正モデルでは、自国の競争優位線（生産可能領域を示す、ＷＷ´を斜めに切る直線）が自国に隣接する位置にある自国より資本豊富な国の競争優位線と交わる点の左側が競争優位領域、右側が競争劣位領域、さらに競争優位領域の中でも隣接する自国より資本稀少な国の競争優位線との交点の左側が差別化貿易可能領域となる
２）ドイツの域内分業関係　：　「（修正）小島モデル」とデータとの対応　
分析対象国ドイツを（図７）のⅤ国とすると、貿易相手国の貿易パターンはモデルの以下に対応
モデル国名（類型）：Ⅴ国とのモデル上可能な貿易財とその貿易型；貿易パターンの特徴
→対応する貿易パターンを持つドイツの貿易相手国名
Ⅰ国（最後発国型）　：　Ａ、Ｄ～Ｔ財のＯＷのみ　；　ＯＷ主流　
→　ルーマニア、ブルガリア
Ⅱ国（後発国型）　：　Ａ～Ｃ、Ｆ～ＴのＯＷ、ＤとＥのＶ　；　ＯＷ主流、Ｖシフト開始　
→　ポーランド、スロヴァキア、ハンガリー
Ⅲ国（中進国型）　：　Ｂ、Ｃ、Ｋ～ＴのＯＷ、Ｄ～ＪのＶ　；　ＯＷとＶが拮抗
　→　ポルトガル、（チェコ）
Ⅳ国（中核諸国型）　：　Ｄ、Ｑ～ＴのＯＷ、Ｅ～ＬのＶ、Ｍ～ＰのＨ　；　Ｖ主流、Ｈ増加
→　西欧諸国（ポルトガルを除く）
Ⅴ国（先進中核諸国型）　：　→　分析対象国ドイツ
Ⅵ国（最先端小国（ハイテク・ニッチ）型）　：　ＵとＶのＯＷ、ＳとＴのＶ　；　ＯＷ主流
　→　アイルランド
※　ドイツとドイツよりもＧＤＰレベルの高い西欧諸国との貿易の場合は、ドイツをⅣ国に、相手国をⅤ国に取れば考察可能（Ⅳ国とⅤ国は競争優位曲線の傾きが非常に近いので、対象国と相手国を逆にしても結果に大きな違いはない、但し国の規模で生産領域（線分の長さ）に差が出る）
３）貿易品目数での検証　
上述の修正モデルでは、相手国のＧＤＰレベルが上昇するほど貿易品目数が多くなる結果を生む
　→　全サンプル国のＧＤＰレベルとドイツとの貿易品目数の関連を、年ごとに計測して検証
（検証結果）期間を通じて（図８）のような相関が見られた。


特にアイルランドを外すと、線形に近い、非常に強い関連が見られる（図９）
※　アイルランドの特殊性：農業国からＦＤＩでのハイテク・ニッチ供給拠点への急激な変貌
アイルランドは1973年のＥＵ加盟まで低開発の農業国であり、（図１０）にみられるように、加盟後も1985年まで一人当たりＧＤＰが1万ドルを超えることはなかった。しかし93年の単一市場開始に向け、80年代後半から米国をはじめ域内外の外資による積極的な企業進出を受け、一挙に工業国へと発展した。特に英語圏であり教育水準も高かったことから、外資、それも主にハイテク企業の欧州供給拠点として、工業開発の初期から資本集約度（及び価格）の高い製品でＯＷ輸出が主流になった。このような製品の各国ごとの市場は比較的小さいため、外資は単一市場全体を市場とする統括供給拠点を必要としたのである。よって、その貿易品目数も非常に限られていた。このように当初、低所得の状態からの輸出にも関わらずその輸出財の価格が非常に高かったことは、同国の場合、ＦＤＩにより生産拠点の所在地域のみが資本豊富の状態であったと理解するほかない。
４）ドイツの域内分業構造に関するまとめ
①　ドイツの域内分業基準　：　諸国の要素賦存格差に基づくコスト差と品質差別化による分業
「（修正）小島モデル」によって説明される分業関係が妥当と思われる
②　産業内貿易に関する考察
垂直的産業内貿易（Ｖ）のシェアは先進諸国間貿易で最も高くなる可能性が高い
→　先進諸国間貿易でも水平的産業内貿易（Ｈ）は（必ずしも）主流化しない
→　品質差別化産業内貿易がＶかＨかは貿易国間の競争優位曲線の傾きの差に依存
「南北貿易」における産業内貿易も本質的には先進諸国間の産業内貿易と同じものである
４.　ＥＵ東方拡大の帰結　：　域内全域での「雁行的経済発展」と問題点
１）スペインと東欧諸国の同時並行的な発展　：　比較的同調的なＧＤＰの伸び（図１１）
　→　従来の域内後発だったスペインの格上げ、中核諸国群並みへ、但しポルトガルは近年停滞
２）これら諸国の輸出構造高度化　：　貿易総品目数とそのＶシェアの伸び（表２、表３）
　→　貿易品目数が増えて、かつそれがＶの場合、ドイツも生産する比較的高資本財の可能性

　　モデルでのⅠ国からⅡ国へ、Ⅱ国からⅢ国へ、のような発展のケース
　→　最後発のルーマニア、ブルガリアでも貿易品目数とＶシェアの大幅な伸び
３）先進中核諸国の輸出構造高度化策　：　拠点集約指向か、差別化分業指向か（図１２）
　→　ＯＷ品目シェアの増加が進行する場合、新技術開発（新財創造）や拠点集約の可能性

　　モデルでのⅤ国からⅥ国へのような発展のケース
　→　ＨやＶの品目シェアが増加する（＝ＯＷ減）場合、生産及び貿易領域が類似化
より「詳細な品質差分業」へ　⇒　デザイン等の高付加価値領域での競争力？
４）急速に中核諸国型に近づくチェコ　：　歴史と社会主義時代の「遺産」に基づく高度な産業構造
　→　ＧＤＰレベルは低いが、貿易パターンは期間の初めから中核諸国並み
　→　品目数には大きな変化はないが、品目のＶシェアの増加
モデルのⅢ国がｗⅢ＝ｗとなり、競争優位線がＷＷ´上の財Ｃ～Ｑへ（貿易品目も右シフト）
５）ポルトガルの停滞　：　東欧の後発型諸国群との近似性の増大
　→　ＧＤＰが00年から停滞、03年から下降傾向（図１１）、貿易総額に占めるシェアも停滞
　→　品目数にも品目のＯＷとＶシェアにも変化なし
東欧諸国の発展に伴い相対的に状況悪化　⇒　分業構造（輸出構造）の高度化転換に失敗？
５.　まとめ　：　協調的分業構造形成、雁行的技術波及受容のための「社会的能力」の重要性
ＥＵの東方拡大は、域内の多様な発展段階にある諸国全般に発展志向の協調的な分業構造を生み出したように見える。この中でポルトガルの停滞と東欧諸国やスペインの発展との間を隔てたものは単なる要素賦存の格差ではなく、トゥ（2003）に示された「社会的能力」にあると思われる。
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